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６．終了時評価の手法

　

　本調査は、評価の枠組みとしてプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）の評価手法

を採用した。PCMを用いた評価では、①プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基

づき、②「目標達成度」「インパクト」「効率性」「計画の妥当性」「自立発展性」という５つの評

価の観点（評価５項目）から収集情報を分析し、③分析結果から提言・教訓を導出する。なお、

PDMとは、プロジェクトの諸要素を論理的に配置した表であり、PDMに記入される項目の定義

を表－１に示す。また、評価５項目の各項目の定義は表－２のとおりである。

（1）評価用 PDM

　今回の評価計画を立てるにあたり、まず、2000 年５月の運営指導調査時に作成された PDM

（以下、「現行 PDM」。表－３に和訳を示す）を調査団及びプロジェクト関係者間で見直し、終

了時評価のための PDMを作成した（表－４に示す）。この「評価用 PDM」は、包括的な評価

表－１　PDMの各項目の定義

上位目標

プロジェクト目標

成　果

活　動

投　入

指　標

指標データ入手手段

外部条件

前提条件

プロジェクトが終了して３～５年度に達成することが期待される長期的目標

プロジェクトを実施することにより、協力終了時に達成することが期待される目標

プロジェクト目標を達成するために必ず実現しなければならない事項

プロジェクトの成果を実現するために、人員、資金、機材などを投入して行う協力行為

プロジェクトの活動を行うために必要な援助国、被援助国が提供する人員、資金、機材、施

設など

プロジェクトの活動、成果、プロジェクト目標、上位目標の達成度を客観的に測るものさし

指標として設定されたデータや情報の入手先

プロジェクトが成功するために必要であるが、プロジェクトではコントロールできない条件

プロジェクトを開始するために満たされるべき必須条件

（出所）国際協力事業団企画・評価部『わかりやすいプロジェクト評価のてびき』2000年３月

表－２　評価５項目の定義

目標達成度

インパクト

実施の効率性

計画の妥当性

自立発展性

プロジェクトの「成果」の達成の度合い及び、それが「プロジェクト目標」の達成にどの程度結び

付いたかを検討すること。

プロジェクトが実施されたことにより生じる直接的、間接的なプラス・マイナスの効果を検討する

こと。これには計画当初に予想されていない効果を含む。

プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握し、手段・方法・期間・費用の適

切度を検討すること。

評価時においてもプロジェクトの目標が有効であるかどうかを検討すること。

協力が終了したあと、援助プロジェクトによってもたらされた成果や開発効果が持続的に拡大再生

産されているかどうかを把握し、あわせて実施機関の自立度を運営管理面、財政面、技術面、その

他の諸側面から検討すること。

（出所）JICAプロジェクト・サイクル・マネージメント（JPCM）『モニタリング・評価業務の手引書（プロジェクト

　　　方式技術協力編）』



－ 72 －

を行うために現行 PDMの各欄の内容を論理的・具体的に再整理したものである。例えば、各

欄の内容がもともと曖昧な表現で記されている場合には、当初計画が実質的に意味しているこ

とを、実施した活動を反映しつつ、具体的で明瞭な表現に書き直す。評価用 PDMは、基本的

には現行 PDM を踏襲したが、以下が主な修正点である。

1） 上位目標

　現行 PDMでは、上位目標は「農民の経営能力を強化するための研修及び普及事業の

システムが改善される」ことと設定されていたが、これをプロジェクト目標により近い

レベルに再設定し、「本プロジェクトで新規開発された研修概念が農業普及・研修関連機

関に拡大する」とした。本プロジェクトは３回の試行研修を通じてより良い普及員研修

プログラムを開発することを内容としている。したがって、現行 PDMの上位目標はよ

り長期的な方向性としては正しいものの、プロジェクト終了後の次の目標（３～５年後）

は、新規研修プログラムを国内関連機関に浸透・拡大させることだからである。

　なお、ここでいう「研修概念」とは、ボトムアップとオンザジョブ・トレーニング（OJT）

を基本とする新規研修の画期的アプローチ（第６章で詳述）を意味する。新規研修の拡

大の方法としては、新規研修プログラムの実施のみならず、この「研修概念」を既存の

研修に応用することも十分に有意義であることから、上位目標には「概念の拡大」とい

う表現を用いた。

2） プロジェクト目標

　プロジェクト目標「研修及び普及において、計画・実施・モニタリング及び評価シス

テムが強化される」の達成度をより具体的に把握するために、指標のみ変更した。研修

面では、モデル地域での研修ノウハウ定着度のほかに、本プロジェクトで作成されるマ

ニュアルにおいてこれらノウハウが明記されることを追加した。普及面では、試行研修

受講者による研修内容の活用度を指標とした。

3） 成果と活動

　本事業は、①最初にモデル地域の農業普及研修の実態調査を通じてそれらの改善点を

明確化し、②より普及員・農民のニーズに合った普及員研修プログラムを開発すること

を内容としている。評価用 PDMの「成果」の項目では、この①、②を明記し、このた

めの１つ１つの活動を「活動」欄に記載した。なお、「成果」２の指標は、新規研修プ

ログラムがいかにニーズに合っているかを示すものとした。
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4） 外部条件

　評価用PDMでは、現行PDMの外部条件のうち、プロジェクト主体がコントロールで

きる条件については除外した。「実施機関が本プロジェクトで開発した研修システムを他

の研修プログラムにも適用する」といった条件がこれに相当する。

5） その他

　現行 PDMでは「ターゲットグループ」が明記されていなかったため、本事業の実施

機関である農業省農業人材開発庁（AAHRD。現行PDM作成時より名称変更）と記載し

た。

（2）評価のデザイン

　調査団は、現地調査に先立ち、上記の評価用 PDM及び評価５項目に対応した調査項目とそ

の情報収集方法を検討し、「評価デザイン」を取りまとめた。この評価デザインに基づき、実

際の調査を行うことができた。

1） 主要調査項目

　主要調査項目を表－５に示す。評価５項目が網羅されているが、本評価調査では、次

の２点が特に重要である。１つは、本プロジェクトで新規開発された研修プログラムが、

農業政策及び普及員・農民のニーズにどれだけ合致しており、どのような点が優れてい

るのか、という点である。もう１つは、本研修プログラム又はその概念が、今後どのよ

うに国内に浸透・波及し、既存の研修・普及システムに取り込まれていくか、という点

である。前者については、「目標達成度」の項目で検討するとともに、新規研修の内容に

ついて第６章で詳述する。後者については、「インパクト」及び「自立発展性」の項目で

分析する。
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表－５　主要調査項目

大項目
０　投入・活動
　　実績

１　目標達成度

２　インパクト

３　効率性

４　計画の妥当性

５　自立発展性の
　　見通し

中項目
０－１　投入の実績
０－２　活動実績

１－１　プロジェクト目
標の達成状況

１－２　成果の達成状況

１－３　成果の達成がプ
ロジェクト目標
達成につながっ
た度合い、又は
それを阻害した
要因

２－１　上位目標達成の
見込み

２－２　普及員へのイン
パクト

２－３　農民へのインパ
クト

２－４　マイナスのイン
パクト

３－１　投入の妥当性

３－２　プロジェクト実
施体制の妥当性

３－３　投入と成果の関
係

４－１　上位目標の妥当
性

４－２　プロジェクト目
標の妥当性

４－３　プロジェクトデ
ザインの妥当性

５－１　組織・制度的側
面

５－２　財政的側面

５－３　技術的側面

主な検討項目
日本側及びインドネシア側の投入実績
それぞれの成果を達成するための活動実績
PDMに設定した指標の確認（研修ノウハウの現場カ
ウンターパートへの移転度／研修受講者の研修成果
の活用度／マニュアルにおける実施要領の確立）
PDMに設定した指標の確認（普及・研修実態調査に
よって明らかになった改善点／試行研修受講者の満
足度、理解度、活用可能度）

各成果はどの程度プロジェクト目標達成に貢献した
か。プロジェクト目標が達成されていないとすれば
その原因は何か。外部条件との関連を確認。

PDMに設定した指標の達成見込み（新規研修概念を
導入している研修センター及び関連機関の数）。新規
研修の浸透・波及の見通し。
本プロジェクトが試行研修受講普及員、未受講普及
員に及ぼす便益は何か。普及活動に及ぼすインパク
トは何か。
本プロジェクトが、試行研修受講普及員が管轄する
農民に与える便益は何か。
本プロジェクトによるマイナスのインパクトはある
か。
投入（実績）の時期、質及び量は、成果達成のために
妥当であったか。
プロジェクト実施体制は成果達成のために妥当で
あったか。
「投入」はどれだけ効率的、効果的に「成果」に転換
されたか。
上位目標は現時点でのインドネシア政府の政策に合
致しているか。
プロジェクト目標は現時点でのインドネシア政府の
政策、ターゲットグループのニーズに合致している
か。この目標は上位目標と整合しているか。
目標、成果、投入の相互関連性に対する計画策定は妥
当であったか。
AAHRD及び関連機関の組織体制、地方分権に伴う組
織改編の動向、各機関の今後の研修拡大実施計画
新規研修プログラム継続のための予算見通し
移転技術のカウンターパート及び研修受講者への定
着状況
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2） 情報収集源及び方法

　上記調査項目のための、情報収集源及び方法は以下のとおりである。

a） 既存資料

　討議議事録（R/D）、暫定実施計画、各種調査団報告書、専門家作成による各種作

成資料・報告書

b） プロジェクトによるアンケート結果・事後評価

　プロジェクトで、各回試行研修最終日に受講者を対象にアンケートを実施してお

り、このアンケート結果を「成果」達成度の指標として用いた。また、研修終了後

約半年を経て事後評価調査を行っており、この調査結果を「プロジェクト目標」達

成度の指標とした。

c） ３回目試行研修の視察

　３回目試行研修の最終２日間の座学を見学した。ここでは、研修内容の普及活動

への活用について、受講者間で討議・発表が行われた。

d） 調査団による関係者へのインタビュー

ア．質問票に基づくインタビュー

　次の３種の質問票を事前にプロジェクト側に送付し、それに基づき現地調査時

にインタビューを実施した。

  i）実施機関（AAHRD）用：「計画の妥当性」（上位計画との整合性）、「自立発

展性の見通し」（制度・財政面）などマクロレベルの質問

 ii）専門家用：「目標達成度」、「インパクト」、「効率性」に係る質問

iii）中央（AAHRD）カウンターパート用：「目標達成度」、「インパクト」、「効

率性」に係る質問

イ．質問票に基づかないインタビュー

   i）カユアンボン農業教育訓練センター所長へのインタビュー：新規研修プログ

ラムの今後の継続実施について（「インパクト」、「自立発展性の見通し」）　

  ii）研修講師４名（同センターの現場カウンターパート）に対するグループ・イ

ンタビュー：ノウハウの定着度、新規研修の利点、実施の継続性について　（「目

標達成度」、「インパクト」、「自立発展性の見通し」）
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iii）３回目試行研修受講者のうち４名に対するグループ・インタビュー：新規研修

の利点や今後の活用性について　（「目標達成度」、「インパクト」）

iv）研修センター近くのンガンプラ郡普及所を訪問。第２回試行研修に参加した普

及員に、研修で習得した手法のその後の活用についてインタビューを実施。（「イ

ンパクト」）

 v）本事業の農民へのインパクトを調べるため、上記普及員が優良事例として取り

上げた農家及び農民グループを訪問し、グループ・インタビューを実施。（「イン

パクト」）

（3）情報の分析及び結論の導出

　日本側及びインドネシア側の調査団及びプロジェクト関係者で協議を行い、上記の収集情報

の整理と分析を共同で実施した。その結果から結論・提言・教訓を導出し、これらを英文の「ミ

ニッツ」（付属資料１．）として取りまとめ、署名・交換した。
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